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本研究では，養護教諭の多岐にわたる職務実践の実態が職務を遂行する上での負担感に及ぼす影響について
検討することを目的とした。養護教諭 427 名を対象にオンラインによる質問紙を用いた調査を実施した。ま
ず，「職務実践の程度」，「職務負担感」を明らかにするために，用いた尺度の信頼性・妥当性を検討した。「職
務実践の程度」は，「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」「教職員自身への関わり（実践）」「児童・生徒個
人への関わり（実践）」「開かれた保健室の雰囲気作り（実践）」の 4 下位因子から構成された。「職務負担感」
は，「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」「教職員自身への関わり（負担感）」「児童・生徒個人への関わ
り（負担感）」の 3 下位因子から構成され，それぞれ十分な信頼性・妥当性が認められた。次に，学校種，経
験年数，職務への意識のタイプごとに職務実践が職務負担感に及ぼす影響を検討した。その結果，学校種，経
験年数，職務への意識の違いによって，職務実践が職務負担感に及ぼす影響の程度に差異があることが明らか
になった。 
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1． 問題と目的 

近年，社会，家庭，学校など，児童・生徒を取り巻く環境は目まぐるしく変化し，児童・生徒が抱える問題は
かつてと異なる様相を呈している。学校において，養護教諭は児童・生徒の心身の健康に対し重要な役割を持つ
とされるが（文部省，1998)，養護教諭が行う児童・生徒への対応には，そのような時代の変化が著しく反映さ
れる。例えば，平成 8 年時点では，体に関する問題への対応が半数を占めていたのが（日本学校保健会，2002），
平成 28 年時点においては，心に関する問題が 4 割を超え体に関する問題は 3 割に減少した（日本学校保健会，
2016）。特に年齢が上がると，救急処置以外の，例えば養護の先生と話したい，相談したいと言った理由での来
室が増えることも指摘されている。同様に，子どもたちにとっては健康保健活動の中心となる保健室について
は，「心を休めるところ」や「相談できるところ」であると認識されていることが明らかになっている（蒲池・
高木，2013）。このように体に関する問題から心に関する問題へとニーズが変化しているだけでなく，来室の背
景となる要因は多様化していることも指摘されている（出井，1995）。養護教諭に求められる役割は時代ととも
に変化し，またその変化に対応していくことが期待されていると考えられる。 
具体的にこれまでの変化を概観すると，1990 年代以降のいじめや不登校への問題意識の高まり(文部科学省，

2009)，心の問題への対応のニーズの増加に伴い，文部科学省は，平成 9 年，保健体育審議会答申にて，養護教
諭の行う健康相談活動の重要性を指摘している。ここで示された健康相談活動とは「養護教諭の職務の特質や保
健室の機能を十分に生かし，児童生徒の様々な訴えに対して常に心的な要因を念頭に置いて，心身の健康観察，
問題の背景の分析，解決のための支援，関係者との連携など，心と体の両面ヘの対応を行う，養護教諭固有の活
動」とされている。そこで，文部省は，この答申を受け，平成 10 年に養護教諭の養成カリキュラムを一部改正
し，「養護概説」や「健康相談活動の理論及び方法」といった科目を新設している（文部省，1998）。  
それ以来，10 年の過程の中で，学校の中で養護教諭がもつ役割に対する期待は高まりつつある。平成 20 年の

中央教育審議会答申では，学校内の他の職員や地域の関係機関などと連携して，児童・生徒の心身の健康の問題
に取り組む必要性がかなり強調されている。とりわけ，養護教諭はコーディネーターとしての役割を担うことを
強く期待されるようになった。 
しかし，求められる養護教諭の役割の変化に伴い，他方で職務に対する負担感が増してきているのではないか

と考えられるいくつかの指摘がある。例えば，出井（1995）は，心の問題への対応が増加する一方で，教育相談

57, 1-16. 
清水 裕士 (2016) . フリーの統計分析ソフト HAD－機能の紹介と統計学習・教育，研究実践における利用方法の提案
― メディア・情報・コミュニケーション研究, 1, 59-73. 

中央教育審議会 (2015) . これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について―学び合い，高め合う教員育成コミ
ュニティの構築に向けて―（答申） 文部科学省 Retrieved from 
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/01/13/1365896_01.pdf（2021
年 5 月 30 日） 

Wanless, S. B., Groark, C. J., & Hatfield, B. E. (2015). Assessing Organizational Readiness In Durlak, J. A., Domitrovich, C. 
E., Weissberg, R. P., & Gullotta, T. P. (Eds.), Handbook of Social and Emotional Learning (pp.360-376). New York: The 
Guilford Press. 

渡辺 弥生 (2015) . 健全な学校風土をめざすユニヴァーサルな学校予防教育―免疫力を高めるソーシャル・スキル・トレ
ーニングとソーシャル・エモーショナル・ラーニング― 教育心理学年報, 54, 126-141. 

渡辺 弥生 (2021) . SEL（社会性と感情の学習） 日本道徳教育学会全集編集委員会・柳沼 良太・行安 茂・西野 真由美・
林 泰成（編） 諸外国の道徳教育の動向と展望 新道徳教育全集 2 (p.219-226) 学文社 

 

49



 
 

に関わる科目の履修が義務付けられる以前の養護教諭は，自身の知識や技術に不安を抱えているのではないか
と指摘している。さらに，伊藤（2003）は，近年の保健室登校の増加に伴い，保健室登校を抱えた養護教諭が以
前に増して「多忙さ」を強く感じるようになっていることを明らかにしている。したがって，期待感が強まる一
方で負担感も強まり，対応が困難になりつつあるのではないかと危惧されているのである。 
ただし，養護教諭のこうした負担感の感じ方は，経験年数によって異なると考えられる。原田・菅野（2009）

は，養護教諭の職場ストレッサーを検討し，「役割不明瞭性」や「能力の欠如感」に関しては，経験年数が浅い
養護教諭においてより得点が高かったことを報告している。一方で，松元・満田（2019）は，特別な支援の必要
な児童・生徒への対応に関しては，経験年数 30 年以上の養護教諭の方がより強い負担感を感じていることを明
らかにしている。このような違いは，文部省により養護教諭の養成カリキュラムが改正され，健康相談活動に関
する知識や技術が重要視されるようになったことや，経験を積むことにより職務への意識や関わり方が変化す
ることが関連していると考えられる。先行研究においては，経験年数が 10 年以下よりも 21 年以上の養護教諭
において「養護教諭としての専門性の発揮」への満足感が高いという指摘や（秋光・白木，2010），経験年数が
20 年以上の養護教諭において「他者との連携」「学校保健のリーダーとしての自覚」の自己効力感が高いといっ
た報告がある（鈴木他，2007）。このことから，経験年数が高くなるにつれ，職務内容が明確になり，学校保健
の専門性を活かすことへの自己効力感が高まっていくと考えられる。一方で，経験年数が高い養護教諭は，発達
障害の知識や対応に関して時間をかけて専門的に学ぶ機会が少なく現場でのニーズに対応する際に負担感を感
じていると指摘されているように（松元・満田，2019），経験年数の浅い養護教諭とは異なる負担感を感じてい
ることが予想される。 
したがって，養護教諭の職務負担感には，こういった職務への認識の差異も関連している可能性があることを

踏まえ，ベテランから若手まで長いスパンを対象として負担感を検討する必要があるだろう。しかし，こういっ
た養護教諭の職務負担感に関する研究の多くでは，役割の曖昧さや役割葛藤，多忙さといった内容が負担感とし
て挙げられており，具体的な職務内容を目的に負担感を分類した研究は少ない。若手からベテランまでを対象
に，具体的な職務全般に関する負担感を検討した研究に山田・橋本（2009）の調査があげられるが，カリキュラ
ムが改正される以前の研究を参考に職務内容を分類しているため，近年の変化やニーズに対応した職務負担感
については明確になっていないと考えられる。そこで，まず養護教諭の職務内容に関して具体的に整理すること
とする。養護教諭の職務内容には時代に伴う変化があると考えられるが，伊藤（1997）はこのような変化を捉
え，養護教諭を職務内容によって 3 つのタイプに分類している。その結果，応急処置や薬の処方といった職務を
重視する医者タイプ，健康相談活動に力を入れるカウンセラータイプ，どちらの職務も同程度遂行する教師タイ
プの 3 タイプに養護教諭を分類している。調査の結果，医者タイプは小学校に，カウンセラータイプは中学校に
多く，校種によって職務内容に違いがみられることが明らかにされた。その後 15 年の間の職務内容の変化を踏
まえ，浦口・藤生（2014）は，新たに職務内容を検討し直し，現在の養護教諭の職務の実態を報告している。調
査の結果，学校全体の保健に関わる職務にあたる「ヘルスリーダーとしての関わり」，来室した児童・生徒への
対応を中心とした「児童・生徒個人への関わり」，教職員の心身の健康に対応する「教職員自身への関わり」，健
康相談活動の場として児童・生徒が安心できる保健室を整える「開かれた保健室の雰囲気作り」の 4 領域に職務
が区分されることを明らかにした。職務には，管理職や他教職員と連携して職務を遂行するといった内容や，安
心して来室できる保健室作りに関する内容が含まれている。これらは，近年指摘されるようになった学校保健に
おける学校全体での連携の必要性（文部科学省，2008）や，健康相談の場としての保健室に対するニーズ（蒲
池・高木，2013）と合致しており，伊藤（1997）以降の職務の変化にも対応していると考えられる。先行研究で
は，これら 4 領域の職務においても学校種によって重要と感じる程度に差異がみられたことが報告されている。 
以上より，本研究で言及する負担感は，浦口・藤生（2014）が見出した 4 領域の職務に関する負担感に基づい

て検討する。ただし，養護教諭がそれぞれの職務をどの程度重要と感じているかは先行研究で検討されていた
が，実際にそれぞれの職務をどの程度遂行しているのかは明らかにされていなかった。しかし，職務負担感は，
職務遂行がどの程度なされているかと密接に関連していると考えられる。さらに，職務実践の程度や職務負担感
は，学校種や経験年数によって異なることが予想される。したがって，本研究では，学校種および経験年数ごと
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に職務実践の程度が職務負担感に及ぼす影響を検討することを目的とした。同時に，4 領域に分けられる職務の
うちどの職務をより重視しているかによって養護教諭をタイプ分けし，タイプによって職務実践の程度が職務
負担感に及ぼす影響に違いがみられるかを検討する。 

 
2．方法 

2.1 調査の実施  

A 県養護教諭会に所属する養護教諭を対象に， Google forms 上の質問紙への回答を依頼した。回収された 592
名からデータに不備のあるものや全項目に回答していないものを除いた合計 455 名のうち，特別支援学校と中
高一貫校は顕著に人数が少なかったため，分析対象から除外した。また，重要と感じる職務に関して，ヘルスリ
ーダーとしての関わりと教職員自身への関わりをより重視するタイプに 4 名，教職員自身への関わりと開かれ
た保健室の雰囲気作りをより重視するタイプに 1 名が該当したが，同様の理由で分析から除外した。よって，分
析対象者は 427 名（小学校 213 名，中学校 111 名，高校 103 名；10 年未満 142 名，20 年未満 77 名，30 年未
満 77 名，30 年以上 131 名）となった。調査時期は 2021 年 2 月下旬から 3 月中旬であった。 
2.2 調査の内容  

フェイスシート項目として，性別，年齢，学校種，経験年数を尋ねた。質問紙の内容を以下に示す。 
職務実践の程度：養護教諭の重要と感じる職務に関する尺度（浦口・藤生，2014）の計 34 項目を用いた。質

問項目は，（a）「ヘルスリーダーとしての関わり」（「職員会議で保健関係の議題の報告や提案をする」など 17 項
目）（b）「児童・生徒個人への関わり」（「来室した児童・生徒の症状のアセスメントを行う」など 7 項目）（c）
「教職員自身への関わり」（「他教職員の心理的ニーズに対応する」など 5 項目）（d）「開かれた保健室の雰囲気
づくり」（「何気なく来室する児童・生徒と話をする」など 5 項目）で構成され，「1：全く（実践）していない」
から「4：よく（実践）している」の 4 件法であった。 
職務負担感：養護教諭の重要と感じる職務に関する尺度（浦口・藤生，2014）の計 34 項目を用い，「1：全く

負担ではない」から「4：とても負担である」の 4 件法で回答してもらった。 
職務への意識：浦口・藤生(2014)における養護教諭の職務の 4 領域（「ヘルスリーダーとしての関わり」，「児

童・生徒個人への関わり」，「教職員自身への関わり」，「開かれた保健室の雰囲気作り」）のうち，より重要と思
う職務を順番に回答してもらった。 
最後に，保健室で手軽に実施できる感情や社会性を育てる心理教育手法があるが，取り組んでみたいと思うか

を尋ねた（この項目は，本研究の目的ではないが，養護教諭の役割の一つである生徒への心理教育を今後の研究
として提案する目的から尋ねた）。 
2.3 倫理審査 

本研究は，法政大学文学部心理学科・心理学専攻倫理委員会の了承を得て行われた（承認番号：20-0055）。 
 
3．結果 

以下の分析は，統計処理ソフト R4.0.5 で行った。 
3.1 職務実践の程度の因子構造の検討 

養護教諭の職務実践の程度に関して探索的因子分析を行い，信頼性・妥当性の検討を行った。 
 職務実践の程度を尋ねた 34 項目に対し，主因子法による因子分析を行った。まず固有値を求めたところ，
8.279，2.448，2.105，1.698，1.361，1.181，1.101…であり，固有値の減衰状況と因子の解釈可能性から 4 因子
構造が妥当であると考えた。そこで，再度 4 因子を仮定し，主因子法・プロマックス回転による因子分析を行っ
た。因子負荷量が.35 以下の 6 項目を分析から除外し，再度主因子法・プロマックス回転による因子分析を行っ
た結果を Table1 に示す。回転前の 4 因子 28 項目の全分散を説明する割合は 37.9%であった。  
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先行研究（浦口・藤生，2014）においては，養護教諭の重要と感じる職務に関する尺度に「ヘルスリーダーと

しての関わり」「教職員自身への関わり」「児童生徒個人への関わり」「開かれた保健室の雰囲気づくり」という
4 つの下位次元が見いだされている。本研究でも，先行研究と同様に命名できる 4 つの因子が抽出された。第 1
因子は「他教職員の心理的なニーズに，対応する」（.882）「教職員間の人間関係が，うまくいくよう調整する」
（.848）といった 6 項目から構成されていたため，「教職員自身への関わり（実践）」と命名した。第 2 因子は，
「他来室した児童・生徒の症状のアセスメントを行う」（.811）「児童・生徒に，今後のケアや予防の仕方につい
て教える」（.789）といった 7 項目から構成されていたため，「児童・生徒個人への関わり（実践）」と命名した。
第 3 因子は，「保健関係の掲示物を，工夫して作成する」（.529）「クラスの健康状態（欠席状況など）について，
把握する」（.516）といった 10 項目から構成されていたため，「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」と命名
した。第 4 因子は，「保健室に遊びにくる児童・生徒を見守る」（.726）「児童・生徒が，用事はないが来室する
のを受け入れる」（.708）といった 5 項目から構成されていたため，「開かれた保健室の雰囲気作り」と命名した。 
養護教諭の職務実践の程度における 4 因子は，先行研究と同様に名付けられる内容で構成されていたため，尺

度の因子的妥当性はある程度支持されている。またこれら 4 因子のα係数を算出したところ，第 1 因子から
α=.80，.75，.77，.79 であり，それぞれの信頼性がある程度支持されているといえる。4 因子間の相関は低から
中程度の正の相関（r=.319~.532）であった。 
3.2 職務負担感尺度の因子構造の検討 

養護教諭の職務負担感に関して探索的因子分析を行い，信頼性・妥当性の検討を行った。 
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先行研究（浦口・藤生，2014）においては，養護教諭の重要と感じる職務に関する尺度に「ヘルスリーダーと

しての関わり」「教職員自身への関わり」「児童生徒個人への関わり」「開かれた保健室の雰囲気づくり」という
4 つの下位次元が見いだされている。本研究でも，先行研究と同様に命名できる 4 つの因子が抽出された。第 1
因子は「他教職員の心理的なニーズに，対応する」（.882）「教職員間の人間関係が，うまくいくよう調整する」
（.848）といった 6 項目から構成されていたため，「教職員自身への関わり（実践）」と命名した。第 2 因子は，
「他来室した児童・生徒の症状のアセスメントを行う」（.811）「児童・生徒に，今後のケアや予防の仕方につい
て教える」（.789）といった 7 項目から構成されていたため，「児童・生徒個人への関わり（実践）」と命名した。
第 3 因子は，「保健関係の掲示物を，工夫して作成する」（.529）「クラスの健康状態（欠席状況など）について，
把握する」（.516）といった 10 項目から構成されていたため，「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」と命名
した。第 4 因子は，「保健室に遊びにくる児童・生徒を見守る」（.726）「児童・生徒が，用事はないが来室する
のを受け入れる」（.708）といった 5 項目から構成されていたため，「開かれた保健室の雰囲気作り」と命名した。 
養護教諭の職務実践の程度における 4 因子は，先行研究と同様に名付けられる内容で構成されていたため，尺

度の因子的妥当性はある程度支持されている。またこれら 4 因子のα係数を算出したところ，第 1 因子から
α=.80，.75，.77，.79 であり，それぞれの信頼性がある程度支持されているといえる。4 因子間の相関は低から
中程度の正の相関（r=.319~.532）であった。 
3.2 職務負担感尺度の因子構造の検討 

養護教諭の職務負担感に関して探索的因子分析を行い，信頼性・妥当性の検討を行った。 

 
 

 職務実践尺度の 34 項目に対し，主因子法による因子分析を行った。まず固有値を求めたところ，11.605，2.720，
1.798，1.501，1.406，1.268，1.0482…であり，固有値の減衰状況と因子の解釈しやすさから 3 因子構造が妥当
であると考えた。そこで，再度 3 因子を仮定し，主因子法・プロマックス回転による因子分析を行った。因子負
荷量が.35 以下の 5 項目を分析から除外し，再度主因子法・プロマックス回転による因子分析を行った結果を
Table2 に示す。回転前の 3 因子 29 項目の全分散を説明する割合は 45.6%であった。 
「職務負担感」における因子分析の結果，先行研究と同様に命名できる 3 つの因子が抽出された。第 1 因子

は 13 項目で構成され，「児童・生徒とおしゃべりをする」（.852）「何気なく来室する児童・生徒と話をする」
（.797）といった項目からなり，先行研究の「児童・生徒個人への関わり」と「開かれた保健室の雰囲気作り」
に含まれていた項目が多く構成されていたため，「児童・生徒個人への関わり（負担感）」と命名した。第 2 因子
は「職員会議で保健関係の議題の報告や提案をする」（.881）「職員会議に参加し，発言する」（.838）といった
11 項目から構成されていたため，「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」と命名した。第 3 因子は，「他教
職員の心理的なニーズに，対応する」（.876）「教職員間の人間関係が，うまくいくよう調整する」（.862）といっ
た 5 項目から構成されていたため，「教職員自身への関わり（負担感）」と命名した。 
養護教諭の職務実践における 3 因子では，先行研究における「児童・生徒個人への関わり」「開かれた保健室

の雰囲気作り」が「児童・生徒個人への関わり（負担感）」の 1 因子に統合された。先行研究において，「児童・
生徒個人への関わり」と「開かれた保健室の雰囲気作り」の相関は中程度あったことから（.54），尺度の因子的
妥当性はある程度支持されているといえる。またこれら 3 因子のα係数を算出したところ，第 1 因子から
α=.91，.86，.86 であり，それぞれの信頼性が認められた。3 因子間の相関は中程度の正の相関（r=.491~.611）
であった。 
3.3 職務実践が職務負担感へ及ぼす影響  

職務実践の程度と職務負担感との関連を検討するため，「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」，「児童生徒
個人への関わり（実践）」，「教職員自身への関わり（実践）」，「開かれた保健室の雰囲気づくり（実践）」を説明
変数とし，「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」，「児童生徒個人への関わり（負担感）」，「教職員自身へ
の関わり（負担感）」を目的変数とする重回帰分析(強制投入法)を行った。その際，学校種，経験年数および職
務への意識の違いによって，その関連に差異がみられるかを検討するため，学校種，経験年数，職務への意識別
に重回帰分析を行うこととした。各学校種における重回帰分析結果を Table3，各経験年数における重回帰分析
結果を Table4，職務への意識のタイプ別の重回帰分析結果を Table5 に示す。VIF の値は，経験年数 30 年未満
で「ヘ 
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ルスリーダーとしての関わり（実践）」が 2.027，「児童・生徒個人への関わり（実践）」が 2.298，職務への意識
のタイプ 2 で「保健室の雰囲気作り（実践）」が 2.062 であったが，その他の説明変数における VIF の値は 2 未
満であった。よって多重共線性が生じている可能性は低いと判断し，職務実践の程度における全ての下位因子を
説明変数とした。 
各学校種における，職務実践が職務負担感へ及ぼす影響の検討 学校種ごとに重回帰分析を行った結果，すべ

ての学校種で決定係数(R²)が有意であった（Table3）。すべての学校種で，「ヘルスリーダーとしての関わり（負
担感）」，「教職員自身への関わり（負担感）」に関して，それぞれ「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」，「教
職員自身への関わり（実践）」の標準偏回帰係数が有意な正の値を示した（ヘルスリーダーとしての関わりにお
いては小学校-.375，中学校-.479，高校-.309，教職員自身への関わりにおいては小学校-.189，中学校-.432，高
校-.541 であった）。各学校種における差異に関しては，小学校において，「児童・生徒個人への関わり（実践）」
が「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」に有意な正の影響（.165），「児童・生徒個人への関わり（負担
感）」に有意な負の影響(-.180)を示した。また，小学校，中学校において，「ヘルスリーダーとしての関わり（実
践）」が「児童・生徒個人への関わり（負担感）」に有意な負の関連(小学校-.203，中学校-.255)を示した。高校
においては，「教職員自身への関わり（実践）」が「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」へ有意な負の影
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ルスリーダーとしての関わり（実践）」が 2.027，「児童・生徒個人への関わり（実践）」が 2.298，職務への意識
のタイプ 2 で「保健室の雰囲気作り（実践）」が 2.062 であったが，その他の説明変数における VIF の値は 2 未
満であった。よって多重共線性が生じている可能性は低いと判断し，職務実践の程度における全ての下位因子を
説明変数とした。 
各学校種における，職務実践が職務負担感へ及ぼす影響の検討 学校種ごとに重回帰分析を行った結果，すべ

ての学校種で決定係数(R²)が有意であった（Table3）。すべての学校種で，「ヘルスリーダーとしての関わり（負
担感）」，「教職員自身への関わり（負担感）」に関して，それぞれ「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」，「教
職員自身への関わり（実践）」の標準偏回帰係数が有意な正の値を示した（ヘルスリーダーとしての関わりにお
いては小学校-.375，中学校-.479，高校-.309，教職員自身への関わりにおいては小学校-.189，中学校-.432，高
校-.541 であった）。各学校種における差異に関しては，小学校において，「児童・生徒個人への関わり（実践）」
が「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」に有意な正の影響（.165），「児童・生徒個人への関わり（負担
感）」に有意な負の影響(-.180)を示した。また，小学校，中学校において，「ヘルスリーダーとしての関わり（実
践）」が「児童・生徒個人への関わり（負担感）」に有意な負の関連(小学校-.203，中学校-.255)を示した。高校
においては，「教職員自身への関わり（実践）」が「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」へ有意な負の影

 
 

響（-.333）を及ぼしていた。 
職務実践が職務負担感へ及ぼす影響は，ヘルスリーダーとしての関わり，教職員自身への関わりにおいては，

より積極的に実践しているほど，負担感は小さかった。その他の職務の関係では，学校種によって職務実践の程
度と負担感の関連が異なっていることが明らかになった。小学校では，ヘルスリーダーとしての関わりに特有の
職務が児童への対応の負担感の小ささに関連する一方，児童への対応がヘルスリーダーとしての関わりの負担
感を強めているという特徴がみられた。中学校でも，小学校と同様にヘルスリーダーとしての関わりを実践して
いるほど生徒への対応の負担感は小さくなった。一方，小学校とは異なり，児童・生徒個人への対応がヘルスリ
ーダーとしての職務の負担感に繋がるという関係は見いだされなかった。高校においては，他教職員との関わり
の増加がヘルスリーダーとしての職務における負担感の減少につながる可能性があることが示された。 

 

 
 

各経験年数における，職務実践が職務負担感へ及ぼす影響の検討 経験年数ごとに重回帰分析を行った結果，
経験年数 30 年未満において「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」を目的変数とした場合を除き，決定係
数(R²)が有意であった（Table4）。学校種ごとに検討した場合と同様に，すべての経験年数で「教職員自身への
関わり（実践）」が「教職員自身への関わり（負担感）」に有意な負の影響を及ぼしていた（10 年未満-.247，20
年未満-.543，30 年未満-.412，30 年以上-.366 であった）。「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」の標準偏
回帰係数に関しても 30 年未満を除いたすべての経験年数で有意な負の関連を示した（10 年未満-.226，20 年未
満-.348， 30 年以上-.486 であった）。各経験年数における差異に関しては，20 年未満の養護教諭では，「教職員
自身への関わり（実践）」が「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」へ有意な負の影響(-.261)を及ぼしてい
ることが明らかになった。30 年未満の養護教諭では「児童・生徒個人への関わり（実践）」が「児童・生徒個人
への関わり（負担感）」へ有意な負の関連(-.374)を示した。30 年以上の養護教諭では「ヘルスリーダーとしての
関わり（実践）」が「教職員自身への関わり（負担感）」と「児童・生徒個人への関わり（負担感）」へ有意な負
の影響(それぞれ-.218，-.253)，「児童・生徒個人への関わり（実践）」が「教職員自身への関わり（負担感）」へ
有意な正の影響(.232)を及ぼしていた。 
職務実践が職務負担感へ及ぼす影響は，どの経験年数でもヘルスリーダーとしての関わり，教職員自身への関

わりにおいては，より積極的に実践しているほど，負担感が小さかった。その他の職務の関係では，経験年数に
よって職務実践の程度と負担感の関連が異なっていることが明らかになった。経験年数 20 年未満の養護教諭で
は，教職員との関わりが充実しているほど，ヘルスリーダーとしての関わりの負担感が小さくなった。30 年未
満の養護教諭では，児童・生徒個人への関わりを実践しているほどその負担感は小さかった。30 年以上の養護
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教諭では，ヘルスリーダーとしての関わりの実践が多いと 3 つすべての職務で負担感が小さくなっていた。ま
た，教職員との関わりの負担感は，児童・生徒個人への対応よりも他教職員や管理職との関わりにより力を入れ
ているほど小さいことが明らかになった。 
 

 
 

職務への意識のタイプ別，職務実践が職務負担感へ及ぼす影響の検討 職務への意識に関しては，「最も重要
である」，「2 番目に重要である」と回答した職務内容の組み合わせによりグループ分けを行い，4 人以上が該当
した 4 つのグループを採用した。タイプ 1 は「ヘルスリーダーとしての関わり」，「児童・生徒個人への関わり」
を選択した群，タイプ 2 は「ヘルスリーダーとしての関わり」，「開かれた保健室の雰囲気作り」を選択した群，
タイプ 3 は「児童・生徒個人への関わり」，「教職員自身への関わりを」選択した群，タイプ 4 は，「児童・生徒
個人への関わり」，「開かれた保健室の雰囲気作り」を選択した群であった。それぞれ，タイプ１は 148 名，タイ
プ 2 は 24 名，タイプ 3 は 38 名，タイプ 4 は 217 名であった。 

職務への意識のタイプ別に重回帰分析を行った結果，タイプ 2 で「教職員自身への関わり（負担感）」と「児
童・生徒個人への関わり（負担感）」の決定係数（R²）が有意にならず，その他の場合においては有意であった
（Table5）。ヘルスリーダーとしての関わりと児童・生徒個人への関わりをより重視するタイプ 1 では，ヘルス
リーダーとしての関わり，教職員自身への関わり，児童・生徒個人への関わりの負担感に関して，それぞれの職
務の実践の程度の標準偏回帰係数は有意な負の値（それぞれ-.264，-.333，-.229）を示した。また，「教職員自
身への関わり（実践）」は「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」へ有意な負の影響(-.217)を及ぼしていた。
ヘルスリーダーとしての関わりと保健室の雰囲気づくりを重視するタイプ 2 では，「ヘルスリーダーとしての関
わり（実践）」がその職務の負担感へ負の影響(-.611)を及ぼしていた。児童・生徒個人への関わりと教職員への
関わりを重視するタイプ 3 では，「児童・生徒個人への関わり（実践）」が「ヘルスリーダーとしての関わり（負
担感）」へ有意な正の影響(.425)を示した。その他に，「教職員自身への関わり（実践）」から「教職員自身への関
わり（負担感）」(-.587)，「開かれた保健室の雰囲気作り（実践）」から「児童・生徒個人への関わり（負担感）」
(-.467)へ有意な負の影響を及ぼしていた。児童・生徒個人への関わりと保健室の雰囲気作りを重視するタイプ 4
では，「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」に関する「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」と「教
職員自身への関わり（実践）」の標準偏回帰係数が有意な負の値(それぞれ-.313，-.198)を示した。また，教職員
自身への関わりの実践はその職務の負担感へ負の影響(-.326)を及ぼしていた。「児童・生徒個人への関わり（負
担感）」に関しては，「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」，「開かれた保健室の雰囲気作り（実践）」の標準
偏回帰係数が有意な負の関連(それぞれ-.158，-.207)を示した。 
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教諭では，ヘルスリーダーとしての関わりの実践が多いと 3 つすべての職務で負担感が小さくなっていた。ま
た，教職員との関わりの負担感は，児童・生徒個人への対応よりも他教職員や管理職との関わりにより力を入れ
ているほど小さいことが明らかになった。 
 

 
 

職務への意識のタイプ別，職務実践が職務負担感へ及ぼす影響の検討 職務への意識に関しては，「最も重要
である」，「2 番目に重要である」と回答した職務内容の組み合わせによりグループ分けを行い，4 人以上が該当
した 4 つのグループを採用した。タイプ 1 は「ヘルスリーダーとしての関わり」，「児童・生徒個人への関わり」
を選択した群，タイプ 2 は「ヘルスリーダーとしての関わり」，「開かれた保健室の雰囲気作り」を選択した群，
タイプ 3 は「児童・生徒個人への関わり」，「教職員自身への関わりを」選択した群，タイプ 4 は，「児童・生徒
個人への関わり」，「開かれた保健室の雰囲気作り」を選択した群であった。それぞれ，タイプ１は 148 名，タイ
プ 2 は 24 名，タイプ 3 は 38 名，タイプ 4 は 217 名であった。 

職務への意識のタイプ別に重回帰分析を行った結果，タイプ 2 で「教職員自身への関わり（負担感）」と「児
童・生徒個人への関わり（負担感）」の決定係数（R²）が有意にならず，その他の場合においては有意であった
（Table5）。ヘルスリーダーとしての関わりと児童・生徒個人への関わりをより重視するタイプ 1 では，ヘルス
リーダーとしての関わり，教職員自身への関わり，児童・生徒個人への関わりの負担感に関して，それぞれの職
務の実践の程度の標準偏回帰係数は有意な負の値（それぞれ-.264，-.333，-.229）を示した。また，「教職員自
身への関わり（実践）」は「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」へ有意な負の影響(-.217)を及ぼしていた。
ヘルスリーダーとしての関わりと保健室の雰囲気づくりを重視するタイプ 2 では，「ヘルスリーダーとしての関
わり（実践）」がその職務の負担感へ負の影響(-.611)を及ぼしていた。児童・生徒個人への関わりと教職員への
関わりを重視するタイプ 3 では，「児童・生徒個人への関わり（実践）」が「ヘルスリーダーとしての関わり（負
担感）」へ有意な正の影響(.425)を示した。その他に，「教職員自身への関わり（実践）」から「教職員自身への関
わり（負担感）」(-.587)，「開かれた保健室の雰囲気作り（実践）」から「児童・生徒個人への関わり（負担感）」
(-.467)へ有意な負の影響を及ぼしていた。児童・生徒個人への関わりと保健室の雰囲気作りを重視するタイプ 4
では，「ヘルスリーダーとしての関わり（負担感）」に関する「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」と「教
職員自身への関わり（実践）」の標準偏回帰係数が有意な負の値(それぞれ-.313，-.198)を示した。また，教職員
自身への関わりの実践はその職務の負担感へ負の影響(-.326)を及ぼしていた。「児童・生徒個人への関わり（負
担感）」に関しては，「ヘルスリーダーとしての関わり（実践）」，「開かれた保健室の雰囲気作り（実践）」の標準
偏回帰係数が有意な負の関連(それぞれ-.158，-.207)を示した。 

 
 

職務に対する重要度の認知は養護教諭によって異なっており，4 つのタイプに分けられることが明らかになっ
た。特にヘルスリーダーとしての関わりと児童・生徒個人への関わりを重視するタイプ 1 と，児童・生徒個人へ
の関わりと保健室の雰囲気作りを重視するタイプ 4 に多くの養護教諭が該当した。職務実践が職務負担感へ及
ぼす影響に関しては，職務への意識のタイプによって異なっていることが明らかになった。タイプ 1 とタイプ 4
を確認すると，児童・生徒個人への対応の負担感は，タイプ 1 では，児童・生徒への対応の少なさから影響を受
けていたが，タイプ 4 では，ヘルスリーダーとしての関わりと保健室の雰囲気作りの実践の少なさから影響を受
けていた。また，学校種や経験年数ごとに検討した結果では，「開かれた保健室の雰囲気作り（実践）」はどの負
担感への影響も有意ではなかったが，ヘルスリーダーとしての職務を相対的に重要視していないタイプ 3・タイ
プ 4 で，保健室の雰囲気作りの実践の多さが児童・生徒個人への関わりの負担感の小ささに関連していることが
明らかになった。 
 

 
 
 
4．考察 

本研究では，若手からベテランまでの養護教諭を対象に，具体的な職務における負担感の実態を，実践の程度
との関連から検討した。これまで，養護教諭は多忙さといった負担感を感じていることが指摘されてきたが，職
務実践が職務負担感へ及ぼす影響を検討したところ，「ヘルスリーダーとしての関わり」，「教職員自身への関わ
り」においては，職務への従事の多さが負担感に繋がるわけではなく，むしろ負担感は小さくなることが示唆さ
れた。先行研究では，養護教諭が従事している職務の中で，多くの時間を占めている職務が事務的な仕事である
ということが指摘されている（山田・橋本，2009）。浦口・藤生（2014）の「養護教諭の重要と感じる職務に関
する尺度」の 4 領域の職務は，その平均得点からいずれもどちらかというと養護教諭が重要と感じている職務で
あることが分かる。このことから，重要な職務と事務的な仕事では負担感の感じ方が異なっている可能性が考え
られる。重要な職務においては，多忙さによってその職務の負担感が大きくなるのではなく，むしろ積極的に実
践されているほど負担感は小さいと推測される。 
また，学校種によって職務実践と負担感の関連は異なっていることが明らかになった。小学校では，ヘルスリ

ーダーとしての関わりに特有の職務を実践しているほど児童への対応の負担感は小さい一方，児童への対応を
より実践しているほどヘルスリーダーとしての関わりの負担感が大きいという特徴がみられた。先行研究では，
小学校の養護教諭は「ヘルスリーダーとしての関わり」をより重視する傾向があることが明らかになっている。
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また，他の研究では，発達障害のある児童への対応に関しては，小学校では他の学校種ほど対人スキルの指導や
心の問題への対応が重視されていないことが示されている（中島・水内，2013）。したがって，小学校では，児
童への個別対応よりもヘルスリーダーとしての関わりを中心に学校保健の取組や児童への対応が行われること
で，負担感を軽減できるのではないかと考えられる。 
中学校でも，小学校同様にヘルスリーダーとしての関わりを実践しているほど生徒への対応の負担感が軽減

されることが示唆された。一方，小学校とは異なり，生徒個人への対応がヘルスリーダーとしての職務の負担感
に繋がるという関係は見いだされていない。発達障害のある児童・生徒への対応を調査した研究では，中学校の
養護教諭は小学校よりも「メンタル面への対応」を重要視していることが示されている（中島・水内，2013）。
また，中学生は小学生よりも相談のために保健室に来室する生徒が多くなることが報告されており，（蒲池・高
木，2013）個別的な対応のニーズが小学校よりも高いためであると予想される。 
高校においては，教職員自身への関わりの実践が多いほどヘルスリーダーとしての関わりの負担感が小さい

という特徴がみられた。先行研究では，高校は他の学校種ほどヘルスリーダーとしての関わりを重視していない
ことが報告されている。高校は，教科担任制となっており，義務教育ではないため，小学校や中学校に比べ，学
校保健に関する他教職員の共通理解に差があると考えられる。また，鈴木他（2007）は，高校において「他者と
の連携」の自己効力感が他の学校種よりも低かったことを報告している。このことから，教職員と十分な関係を
築いている場合には，ヘルスリーダーとしての職務が行いやすくなるのではないかと考えられる。 
職務実践の程度と職務負担感の関連は，経験年数によっても異なっていることが明らかになった。経験年数 20

年未満の養護教諭では，教職員との関わりが充実しているほど，ヘルスリーダーとしての関わりの負担感は小さ
かった。ヘルスリーダーとしての関わりに挙げられる職務は，他の教職員と協働する必要のある職務が多いため
であると考えられる。経験の浅い 10 年未満の養護教諭でも 20 年未満の養護教諭と同様に，他教職員との関係
性によってヘルスリーダーとしての職務の負担感の強さが変わると予想されるが，本研究では示唆されなかっ
た。先行研究では，経験年数 10 年未満の養護教諭は，児童・生徒個人への関わりや開かれた保健室の雰囲気作
りを他の経験年数の養護教諭よりも重要と感じる傾向があることが示されている。10 年未満の養護教諭は，保
健室における児童・生徒への対応を中心に職務を実践しており，他の経験年数の養護教諭より他教職員との関わ
りとヘルスリーダーとしての職務の関係性があまり意識されていないのかもしれない。 

30 年未満の養護教諭に関しては，児童・生徒個人への関わりを実践しているほどその負担感は小さいという
特徴がみられた。経験年数 30 年未満・30 年以上の養護教諭には，健康相談活動等の学習が義務付けられる前の
カリキュラムを受けた養護教諭が多く存在している。先行研究でも，児童・生徒個人への関わりや開かれた保健
室の雰囲気作りの職務を 10 年未満の養護教諭ほど重要と感じていないことが明らかになっていることから，児
童・生徒個人への対応に特有の職務をあまり実践していない養護教諭ほど負担感を感じやすくなった可能性が
ある。すなわち，児童・生徒個人への関わりに関し，より実践してきた養護教諭は自信や技術があり負担感も小
さいが，そうでない養護教諭は負担を感じやすいというように，個人の実力や自己効力感の差が反映されている
と考えられる。 

30 年以上の養護教諭では，ヘルスリーダーとしての関わりの実践が多いほど 3 つすべての職務で負担感が小
さくなっていた。30 年以上の養護教諭は，経験の多さから学校内の他教職員から信頼されやすく，ヘルスリー
ダーとしての職務により力を入れられるようになると考えられる。そのため，ヘルスリーダーとしての関わりか
ら負担感への影響が大きくなったと予想される。一方で，児童・生徒への対応は教職員自身への関わりの負担感
を強めていることが明らかになった。この理由としては，児童・生徒への対応の仕方が経験年数によって異なっ
ている可能性が考えられる。経験年数 30 年以上の養護教諭では，より，児童・生徒の問題を他教職員と連携し
て解決していこうとする傾向があり，児童・生徒への個別的な対応の多さは教職員との関係の困難さに繋がるの
かもしれない。教職員への関わりの負担感に関しては，児童・生徒への個別的な対応よりも，学校全体，また，
管理職や他教職員への関わりの中で学校保健に携わる方が負担感は小さくなると予想される。 
最後に，職務への意識のタイプによっても，職務実践が負担感へ及ぼす影響は異なっていた。例えばタイプ 3・

タイプ 4 では，保健室の雰囲気作りが児童・生徒個人への関わりの負担感の小ささに関連していた。開かれた保
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また，他の研究では，発達障害のある児童への対応に関しては，小学校では他の学校種ほど対人スキルの指導や
心の問題への対応が重視されていないことが示されている（中島・水内，2013）。したがって，小学校では，児
童への個別対応よりもヘルスリーダーとしての関わりを中心に学校保健の取組や児童への対応が行われること
で，負担感を軽減できるのではないかと考えられる。 
中学校でも，小学校同様にヘルスリーダーとしての関わりを実践しているほど生徒への対応の負担感が軽減

されることが示唆された。一方，小学校とは異なり，生徒個人への対応がヘルスリーダーとしての職務の負担感
に繋がるという関係は見いだされていない。発達障害のある児童・生徒への対応を調査した研究では，中学校の
養護教諭は小学校よりも「メンタル面への対応」を重要視していることが示されている（中島・水内，2013）。
また，中学生は小学生よりも相談のために保健室に来室する生徒が多くなることが報告されており，（蒲池・高
木，2013）個別的な対応のニーズが小学校よりも高いためであると予想される。 
高校においては，教職員自身への関わりの実践が多いほどヘルスリーダーとしての関わりの負担感が小さい

という特徴がみられた。先行研究では，高校は他の学校種ほどヘルスリーダーとしての関わりを重視していない
ことが報告されている。高校は，教科担任制となっており，義務教育ではないため，小学校や中学校に比べ，学
校保健に関する他教職員の共通理解に差があると考えられる。また，鈴木他（2007）は，高校において「他者と
の連携」の自己効力感が他の学校種よりも低かったことを報告している。このことから，教職員と十分な関係を
築いている場合には，ヘルスリーダーとしての職務が行いやすくなるのではないかと考えられる。 
職務実践の程度と職務負担感の関連は，経験年数によっても異なっていることが明らかになった。経験年数 20

年未満の養護教諭では，教職員との関わりが充実しているほど，ヘルスリーダーとしての関わりの負担感は小さ
かった。ヘルスリーダーとしての関わりに挙げられる職務は，他の教職員と協働する必要のある職務が多いため
であると考えられる。経験の浅い 10 年未満の養護教諭でも 20 年未満の養護教諭と同様に，他教職員との関係
性によってヘルスリーダーとしての職務の負担感の強さが変わると予想されるが，本研究では示唆されなかっ
た。先行研究では，経験年数 10 年未満の養護教諭は，児童・生徒個人への関わりや開かれた保健室の雰囲気作
りを他の経験年数の養護教諭よりも重要と感じる傾向があることが示されている。10 年未満の養護教諭は，保
健室における児童・生徒への対応を中心に職務を実践しており，他の経験年数の養護教諭より他教職員との関わ
りとヘルスリーダーとしての職務の関係性があまり意識されていないのかもしれない。 

30 年未満の養護教諭に関しては，児童・生徒個人への関わりを実践しているほどその負担感は小さいという
特徴がみられた。経験年数 30 年未満・30 年以上の養護教諭には，健康相談活動等の学習が義務付けられる前の
カリキュラムを受けた養護教諭が多く存在している。先行研究でも，児童・生徒個人への関わりや開かれた保健
室の雰囲気作りの職務を 10 年未満の養護教諭ほど重要と感じていないことが明らかになっていることから，児
童・生徒個人への対応に特有の職務をあまり実践していない養護教諭ほど負担感を感じやすくなった可能性が
ある。すなわち，児童・生徒個人への関わりに関し，より実践してきた養護教諭は自信や技術があり負担感も小
さいが，そうでない養護教諭は負担を感じやすいというように，個人の実力や自己効力感の差が反映されている
と考えられる。 

30 年以上の養護教諭では，ヘルスリーダーとしての関わりの実践が多いほど 3 つすべての職務で負担感が小
さくなっていた。30 年以上の養護教諭は，経験の多さから学校内の他教職員から信頼されやすく，ヘルスリー
ダーとしての職務により力を入れられるようになると考えられる。そのため，ヘルスリーダーとしての関わりか
ら負担感への影響が大きくなったと予想される。一方で，児童・生徒への対応は教職員自身への関わりの負担感
を強めていることが明らかになった。この理由としては，児童・生徒への対応の仕方が経験年数によって異なっ
ている可能性が考えられる。経験年数 30 年以上の養護教諭では，より，児童・生徒の問題を他教職員と連携し
て解決していこうとする傾向があり，児童・生徒への個別的な対応の多さは教職員との関係の困難さに繋がるの
かもしれない。教職員への関わりの負担感に関しては，児童・生徒への個別的な対応よりも，学校全体，また，
管理職や他教職員への関わりの中で学校保健に携わる方が負担感は小さくなると予想される。 
最後に，職務への意識のタイプによっても，職務実践が負担感へ及ぼす影響は異なっていた。例えばタイプ 3・

タイプ 4 では，保健室の雰囲気作りが児童・生徒個人への関わりの負担感の小ささに関連していた。開かれた保

 
 

健室の雰囲気作りは，従来の怪我への対応といった職務ではなく，相談等の心の問題への対応が念頭に置かれた
項目から構成されているため，このような結果は，保健室での心の問題への対応といった近年のニーズに対応し
たものであると考えられる。タイプ 4 は，相対的にヘルスリーダーとしての関わりの重要度を低く認識している
タイプではあるが，児童・生徒個人への関わりの負担感とヘルスリーダーとしての関わりの間に負の関連がみら
れたため，ヘルスリーダーとしての関わりの実践が充実することで負担感はさらに軽減する可能性があると推
測される。 
課題と今後の展望 本研究の課題を述べる。まず，本研究では，特別支援学校・中高一貫校の人数が少なかっ

たため，分析から除外した。しかし，これらの学校の養護教諭において，小学校・中学校・高校との差がみられ
る可能性があり，今回検討した 3 学校種における特徴もより浮彫になるかもしれない。今後は，特別支援学校や
中高一貫校との比較も行えると望ましいだろう。 
次に，本研究からは養護教諭の職務実践の程度が職務負担感に及ぼす影響における，学校種，経験年数による

差異が明らかになった。しかし，なぜそのような差異がみられたのかを十分に説明できたとはいえない。決定係
数（R²）の値が有意でなかったり小さかったりしたため，職務負担感に関連している他の要因を検討する必要が
あるかもしれない。例えば，学校種や経験年数，職務への意識のタイプによる違いは，負担感の感じ方の違いを
反映していた可能性がある。松本・満田（2019）は，経験年数 10 年未満と 30 年未満の養護教諭で負担感の感
じ方に違いがあることを明らかにしている。具体的には，メンタル面への対応や健康診断等の対応により，30 年
未満では役割の曖昧さ等の負担感を感じていたが，10 年未満では仕事の調整や役割分担に関する負担を感じて
いた。本研究では，職務ごとの負担感の強さを尋ね，どのような負担感を感じているのかは尋ねていないため，
その点がはっきりとしていない。負担感といっても，多忙さによる負担感が強い人がいる一方で責任の重さによ
る負担感や，知識・技術に対する不安等の負担感が強い人がいるといったように，同じ職務に従事していても負
担感の感じ方には違いがあると考えられる。今後，質的研究も含めさらに検討していくことで，学校種・経験年
数によって負担感の感じ方が異なっているという観点から，職務の実践の程度と職務負担感の関連に関する学
校種・経験年数による違いを説明できる可能性がある。 
養護教諭に期待される役割は，社会，家庭，学校といった環境の変化を受け，日々変化している。近年はチー

ム学校ということも言われ，学校内で児童・生徒に関する問題に取り組む際に，コーディネーターを担う者とし
て養護教諭の名前も挙げられている（瀬戸，2002；2003；秋光・白木，2010；文部科学省，2008）。しかし，本
調査結果からは，養護教諭の職務遂行について考える際には，一口に養護教諭としてまとめるのではなく，学校
種や経験年数によって異なる実践方法，実践までの支援方法を考える必要があることが示された。養護教諭によ
る健康相談活動や学校全体への関わりの充実の一助となるためには，さらなる研究が望まれる。本研究は，養護
教諭に期待される役割の多様化・増加による負担感の増大に対し，職務への関わり方に関する新たな視点を提供
したと考えられる。今後は実際に学校現場での実践を検討し，近年のニーズに対応する児童・生徒への関わりの
具体的な事例を提示することで，さらに本研究結果を学校現場へ還元できるのではないかと考える。 
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